
居宅介護支援重要事項説明書 

＜令和６年４月１日現在＞ 

１ 社会福祉法人与謝野町社会福祉協議会介護事業所 居宅介護支援事業所の概要 

 （1）事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事 業 所 名 社会福祉法人与謝野町社会福祉協議会 介護事業所 

所  在  地 京都府与謝郡与謝野町字岩滝２２７２番地１ 

事業所指定番号 ２６７２０００１６９ 

サービスを提供する地域 与謝野町の区域（岩滝地域） 

＊ 上記地域以外の方でもご希望の方はご相談ください。 

（２）事業所の職員体制 

職   名 資    格 常 勤 非常勤 業 務 内 容 

管理者           

（介護支援専門員） 介護福祉士 
１ ０ 事業所運営に関わる管理業務 

相談援助・給付管理業務 
介護支援専門員 １ ０ 

 （３）営業時間 

平  日 午前８時３０分～午後５時１５分 

土・日・祝日・年末年始（１２/２９～１/３） 基本的に休業 

＊ 上記の営業日、営業時間のほか電話等により常時可能な体制としています。  

 

２ 利用料金等 

（１）居宅介護支援利用費は、下記の通りです。（１単位単価１０円） 

ただし、要介護認定等を受けられた方は居宅介護支援については介護保険制度から全額支給され

るので利用者負担はありません。 

 

   【基本単位数】  

 
要介護１・２ 要介護３～５ 備  考 

居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅰ） 1086単位 1411単位 介護支援専門員１人あたりの担当利用者数 45件未満 

         （ⅱ） 544単位 704単位   〃     45件以上 60件未満の部分のみ適用 

         （ⅲ） 326単位 422単位   〃     60件以上の部分のみ適用 

居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅰ） 1086単位 1411単位 介護支援専門員１人あたりの担当利用者数 50件未満 

         （ⅱ） 527単位 683単位   〃     50件以上 60件未満の部分のみ適用 

         （ⅲ） 316単位 410単位   〃     60件以上の部分のみ適用 

 

【 加 算 】（１月につき） 

初回加算  300 単位 新規利用、または要介護度２段階以上変更として計画を作成した場合 

入院時情報加算(Ⅰ) 250 単位 

病院又は診療所に医療機関の職員に対して、利用者の心身の状態や生

活環境等の利用者に係る必要な情報を入院した日のうちに提供した

場合。 

入院時情報加算(Ⅱ) 200 単位 

病院又は診療所に医療機関の職員に対して、利用者の心身の状態や生

活環境等の利用者に係る必要な情報を入院した日の翌日又は翌々日

に提供した場合。 

退院・退所加算(Ⅰ)イ 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

退院・退所加算(Ⅱ)イ 

退院・退所加算(Ⅱ)ロ 

450 単位 

600 単位 

600 単位 

750 単位 

退院・退所にあたって病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必

要な情報の提供を求めることその他の連携を行った場合。 



退院・退所加算(Ⅲ) 900 単位 

緊急時等居宅 

カンファレンス 
200 単位 

医療機関の求めにより、医療機関の医師又は看護師等と共に居宅を訪

問し、カンファレンスを行い、必要な居宅サービス、地域密着型サー

ビス利用に関する調整を行った場合。 

ターミナルケアマネ

ジメント加算(死亡日

及び死亡日前 14 日以

内に 2 日以上在宅の

訪問等を行った場合) 

400 単位 

終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意向

を把握した上で、利用者又はその家族の同意を得て、主治医等の助言

を得つつ、ターミナル期に通常よりも頻回な訪問により利用者の状況

変化やサービス変更の必要性を把握すると共に、そこで把握した利用

者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師や居宅サービス事業者

に提供した場合に算定。 

中山間地域等サービ

ス提供加算 
5％ サービス提供地域外へサービス提供をした場合 

通院時情報連携加算 50 単位 

病院又は診療所において医師の診察を受ける時に医師又は歯科医師

に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報の提供を行い医師

又は歯科医師から利用者の必要な情報の提供を受けた上で、居宅サー

ビス計画に記録した場合 1 月に 1 回算定。 

 

（２）保険料の滞納がある場合は一旦１ヶ月当たり（1）の額の料金を頂き、サービス提供証明書を発

行します。この証明書を後日、役場の介護保険係りに提出されますと、払い戻しを受ける事ができま

す。 

 

（３）ご利用者はいつでも解約することができ、解約料は不要です。 

 

３ サービス内容等に関する相談、要望、苦情等の窓口 

提供したサービス内容等について、相談や苦情を受け付けるための窓口を下記の表のとおり設置し 

ます。 

 

事業所 相談窓口 

窓口責任者  野村 由美 

窓口担当者   小室 幸江・山岡 美加 

受付時間   ８：３０～１７：１５ 

連絡先 電話 ０７７２－４６－５５５６             

FAX ０７７２－４６－３０９６ 

苦情箱    受付窓口に設置 

与謝野町役場福祉課 連絡先 電話 ０７７２－４３－９０２１ 

京都府国民健康保険 

団体連合会 
連絡先 電話 ０７５－３５４－９０９０ 

 

４ 第三者による評価の実施状況   無 

   

５ 事業所の居宅介護支援の運営方針 

（１） 運営の目的と方針 

 要介護状態にある利用者に対し適切な居宅介護支援サービスを提供することを目的とします。そ

の運営に際しては、利用者の居宅を訪問し、要介護者の有する能力や提供を受けている指定居宅サ

ービス、また、そのおかれている環境等の課題分析を通じて、自立した日常生活を営むことが出来

るように「居宅サービス計画」等の作成及び変更をします。 

 また、与謝野町や地域包括支援センター及び地域の保健、医療、福祉サービスと綿密な連携およ

び連絡調整を行い、サービス担当者会議等の開催を通じて実施状況の把握に努めます。 

 

 



６ 居宅介護支援の申し込み、サービス内容 

主な流れ 流れと内容等の概略 

①（相談）申込み、受付 

      ↓ 

②契 約 

      ↓ 

③ケアプラン原案作成 

      ↓ 

④サービス担当者会議等 

      ↓ 

⑤サービスの提供 

      ↓ 

⑥ケアプランの評価 

①ご相談の上「居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書」を提出いただ

きます。 

②居宅サービス等に関する契約を行います。 

③利用者宅を訪問して利用者・家族と相談の上、ご希望や必要性等を勘案

してケアプラン原案を作成します。 

④サービス事業所を手配し、サービス担当者会議を開催します。 

⑤サービス事業所がケアプランに基づいた適切なサービスを提供している

か確認します。 

⑥利用者宅を訪問して、サービス提供後の利用者の状態及びその置かれて

いる環境等について少なくとも１月に１回は再評価を行います。状態や

ニーズの変化等に応じてケアプランの見直しを行い記録します。 

居宅サービス計画の作成 
利用者が居宅サービスを適切に利用できるよう、利用者の心身の状況、そ

の置かれている環境、利用者及びその家族の希望等を考えて、作成します。 

居宅サービス計画の 

作成後の管理 

（居宅サービス計画の変更等） 

月に一回以上は、居宅訪問にて利用者及び家族と面談し、居宅サービスの

実施状況等の把握に努めます。 

利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者との連絡を継続的に行い、

必要に応じて、居宅サービス計画の変更、その他の便宜の提供を行います。 

ケアマネジメントの  

公正中立性の確保 

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、以下について利用

者に説明を行います。 

① 前 6 か月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域

密着型通所介護、福祉用具貸与各サービス割合 

② 前 6 か月間に作成したケアプランに位置付けた訪問介護、通所介護、

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの提供回数のうち同

一事業所によって提供されたものの割合 

介護保険施設への紹介 
利用者がその居宅において日常生活が困難になったと認められる場合、 

介護保険施設への入所を希望する場合は紹介やその他便宜を行います。 

サービス事業者との 

連携 

各種指定居宅サービス事業者等と継続的に連絡を取り、サービス提供の向

上に努めます。 

訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、

モニタリングの際に介護支援専門員自身が把握した利用者の状態等につい

て、介護支援専門員から主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達

を行います。 

医療機関との連携 
利用者が入退院する場合、必要に応じて医療関係機関に在宅生活のご様子

や居宅サービス計画の内容、サービス利用に必要な情報の提供を行います。 

利用者が医療系サービスの利用を希望している場合等は、利用者の同意を

得て主治の医師の意見を求め、この意見を求めた主治の医師等に対して居

宅サービス計画を交付します。 

利用者が入院した場合、担当介護支援専門員の氏名、連絡先等を、入院先

の医療機関にお伝えください。 

要介護認定等の申請 
利用者の意思を確認の上、利用者に必要な要介護認定に係る申請について

支援します。 

要介護認定調査 
保険者から要介護認定調査の依頼を受けた場合、公正中立に認定調査を行

います。 

障害福祉との連携 
障害福祉サービスを利用してきた障害者が、介護保険サービスを利用する

場合、特定相談支援事業者との連携に努めます。 

 

 



７ 緊急時・事故発生時の対応 

   当事業所が提供したサービスにより事故が発生した場合は利用者の生命、身体の安全を最優先に対

応し、速やかに家族及び関係機関に連絡をするとともに必要な措置を講じ、誠意を持って対応しま

す。 

   サービス提供中に緊急の対応が必要になった場合は、管理者に連絡するとともに迅速且つ適切な対

応に努めます。 

 

 

８  賠償責任について 

   利用者に対して、サービス提供をする中で（業務遂行中・業務の結果に起因して人格権侵害等の） 

事故が発生した場合、迅速に応急措置を取り、速やかに利用者の家族及び関係機関に連絡する。 

又、賠償すべき事故が発生した場合は迅速に損害賠償を行うものとする。 

 

 

９ 個人情報の保護及び秘密の保持について 

事業所は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省

が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」を尊守

し適切な取扱いに努めます。 

事業所が得た利用者及びその家族の個人情報については、介護サービスの提供以外の目的では原則的

に利用しないものとし、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の

同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得るものと

します。 

 

 

１０ 人権の擁護・虐待防止について 

    事業所は、利用者の人権の擁護の観点から、利用者が人権の侵害や虐待を受けている、または疑

われる事実を確認した場合は、関係機関へ通報義務を負います。 

    事業所は、人権の侵害や虐待行為を予防するため、指針の整備、定期的な委員会の開催、研修を

実施します。 

 

 

１１ 感染症の感染拡大防止及び業務継続について 

    事業所は、感染症の発生や感染拡大を防止するため、指針の整備、定期的な委員会の開催、業務

継続計画の策定、感染症に関する研修を実施します。 

 

 

１２ 災害時発生時の業務継続について 

    事業所は、地震や津波、その他の風水害を含む災害が発生した場合は、必要な居宅介護支援が継

続的に提供できる体制を構築するため、災害発生時等の業務継続に向けた計画を策定します。 

 

 

１３ ハラスメント対策 

 事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを目指します。 

 

１４ 介護支援専門員の交代 

（１） 利用者からの交代の申し出 

選任された介護支援専門員の交代を希望する場合は、当該介護支援専門員が業務上不適当と認め

られる事情その他、交代を希望する理由を明らかにして、事業所に対して交代を申し出ることが

出来ます。ただし、利用者から特定の介護支援専門員の指定はできません。 

 



（２） 事業者からの介護支援専門員の交代 

事業者の都合により、介護支援専門員を交代することがあります。 

介護支援専門員を交代する場合は、利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないように十

分に配慮するものとします。 

 

 

 

 

 

◆居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して重要事項説明書を交付の上、居宅介護支援のサー

ビス内容及び重要事項の説明を行いました。 

                           令和  年  月  日 

 

   事業者   社会福祉法人  与謝野町社会福祉協議会 介護事業所      

所在地   京都府与謝郡与謝野町字岩滝 2272-1 

 

     名 称   社会福祉法人  与謝野町社会福祉協議会 介護事業所   印 

 

     説明者   所属   与謝野町社会福祉協議会 介護事業所 

氏名                   印 

 

 

 

 

                            

令和  年   月   日 

 

 

 ＜利用者＞ 

住 所  

 

     氏 名                        印 

 

   ＜代理人＞ 

     住 所 

 

     氏 名                        印  

 

 


